












務局,国内委員会は,障害者に関連のある多くの

国際的及び国内的な非政府機関(NGO)と協力

して活動している。また障害者自身が国際障害者

年の活動に参加できるよう保証するために,特別

な対策が講じられている。

国連機関……障害者に関連する活動をしている国

連諸機関及びその他の政府間機関は,国際障害者

年に種々の特別な活動を計画している。

行動計画

国連総会は決議A/RES/34/154で1980年

及び1981年の「国際障害者年の行動計画」を採択

した。その概要は次の通り。

ガイドライン……国際障害者年の第1の目的は,

障害とは何か,障害がもたらす問題について国民の

理解を深め,肉体的及び精神的不全(impaimlent)

障害(disability),ハンディキャップ(handicaps)

の三者の区別に対する認識を促すことである。行

動計画は障害は個人とその周囲の環境との関係で

あることを強調している。さらに行動計画は,社

会は障害者が一般の施設を利用し,すべての社会

的,経済的,文化的な活動に参加できるようにす

る義務を負う,と述べている。

行動計画は国際障害者年の活動が具体的な活動

に重点を置き,プライマリー・ヘルス・ケア,リ

ハビリテーション及び疾病の予防に焦点をおくよ

う要請している。特に国際障害者年の間に世界の

障害者の多くが暮している発展途上国で多くの活

動を始めることの必要性を強調している。



国家レベルの活動……行動計画は国家レベルでの

広範囲の活動を勧告している。

一国際障害者年の初めに重点対策を含む国内宣

言を出す。

一マス・メディアによるキャンペーン。

一諸活動を調整するために国内委員会を設立す

る。

一障害者のニーズの充足を確実にするために,

法律,サービス,プログラム,安全規則,税

制,関税,建物及びその他の関連法規を再検

討し,改善する。

一政府のプログラムを調整する。

一障害の発生を研究し,これを減少させる努力

を行なう。

一障害者自身の適切な参加。

一関連NGOの参加。

一国家計画の作成にあたっては障害者対策を不

可分の要素として十分に考慮する。

一国際障害者年に取られたすべての措置を国連

に報告する。

地域レベルの活動・…・行動計画は国連地域委員会

や政府に対して,障害者問題プログラム担当官の

会合をはじめ,国際障害者年に会合やセミナーを

開催するよう要請している。地域べースで障害の

予防とリハビリテーションの技術の国際的展示会

を組織するよう求めている。

国連の活動……国連事務総長は国際障害者年を支

持し,行動を起こすよう要請されている。

一障害者に対する技術的援助について専門家シ

ンポジウムを組織する。



一長期的な行動計画を立案する。

一先進国に対し,発展途上国の障害者のための

事業への経済的及び技術的援助を増大するよ

うアピールする。

一国際障害者年における活動について評価し,

報告する。

一国際障害者年中に障害者のための活動に最大

限の財政的及び行政的支持を与える。

一国際的輸送機関を障害者が利用できるように

改善し,国際障害者年に関連する問題につい

て手引きを作成する。

一専門職員の訓練のための交流プログラムを促

進する。

一記念切手とコインを発行する。

一障害者自身の国際障害者年の活動及び長期計

画の作成への参加を奨励する。

一国連,世界保健機関(WHO)はこの分野に

おける調査の立案,実施について指導と援助

を与え,概念の開発と吟味を継続するよう要

請されている。

一国際労働機関(ILO)は標準的制度を開発

するように,WHOは関連概念の明確な国際

的定義を最新のものにするように,そして国

連児童基金(UNICEF),国連教育科学文

化機関(UNESCO),WHOは障害児の問題

に特別な関心を払うように,それぞれ要請さ

れている。国連開発計画(UNDP)は国際

障害者年における発展途上国の関連活動に融

資するよう要請されている。

一国連及びその他の機関は国際障害者年の前と

同期間中に広報活動を実施するよう要請され

ている。



国際障害者年事務局長はザラ.・ルスィブ・ヌカ

ンザ女史。ヌカンザ女史は社会学者でかつてザイ

ール政府の労働・社会福祉・住宅担当大臣をつとめ

た。現在,国連社会開発・人道問題センター局長。

信託基金……国連の通常予算からの財源に加えて,

国際障害者年の特別信託基金が設けられ,すでに

多くの政府や民間団体が同基金へ拠出している。

なお国際障害者年に関する問い合わせは国際連

合広報センターへご連絡下さい。

国際連合広報センター

〒107東京都港区南青山1-1-1

新青山ビル西館22階

TEL(03)475-1611/2
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